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概	 要   
	 経営戦略を考えるうえでタイミングの問題は極めて重要である。これまで、先行する企業には優位性が
もたらされることが様々な事例から明らかになっているが、近年は後発企業の台頭が多く見られる。例え
ば半導体では、日本企業が多大な開発費用をかけて台頭し、90年代は世界トップシェアであったが、その
後サムスン電子にシェアを奪われた。  
	 これまで多くの新技術が生み出されてきた自動車業界においても同様に、以前よりも先行者が享受でき
る利益が減少し、負わなければならないリスクが相対的に大きくなっているように思われる。その一つの
要因は、新技術を開発すれば先行者利益を得られるとは限らず、技術の標準化や技術を支えるインフラ整
備が重要となってきたからである。それゆえ、標準化の流れやインフラの対応などを見極めた上で参入す
ることで、先行者リスクを低減しセカンドムーバーアドバンテージを享受する企業が多数現れてきた。も
う1つの要因は、BoschやDensoなどグローバルに展開する部品メーカーの台頭である。自動車産業におけ
る新技術は、完成車メーカーからだけでなく、より広い範囲のシステム供給を行うようになった部品メー
カーから数多く生まれている。とくに、グローバル展開を行う強大な部品メーカー（メガサプライヤー）
は、多くのイノベーションを生んでいる。メガサプライヤーは多数の完成車メーカーと取引を行うため、
彼らが開発した革新的技術は、ほとんどすべての完成車メーカーによってほぼ同時に採用されてしまう。
たとえ技術開発で競合に遅れている完成車メーカーも、メガサプライヤーが開発した技術を取り入れるこ
とで、短期間でキャッチアップできるのである。  
そこで、本研究では、自動車産業におけるこれまでのイノベーションを分析し、その発生源によって普
及や標準化に大きな違いがあるかどうかを検討する。完成車発のイノベーションとして、ハイブリッドカ
ーを取り上げ、部品メーカー発のイノベーションとして、ディーゼルエンジン・エアバック・ABSの事例
を分析する。本事例研究より、以下のことが発見された。  
1. メガサプライヤーの存在が完成車メーカーの先行者利益を小さくする  
2. 自動車産業におけるイノベーションには、完成車メーカー発と部品メーカー発がある  
3. 完成車メーカー発のイノベーションにおいては、Sカーブはなだらかである  
4. 部品メーカー発のイノベーションにおいては、Sカーブは急である  
	 従って、自動車業界におけるイノベーションにおいては、完成車メーカーと部品メーカーとで異なる戦
略を考える必要があるといえる。完成車メーカーのイノベーションの形態として、①完成車主導、②競合
または部品メーカー発、③部品メーカーとの共同開発という3つがあるとすれば、その形態ごとに以下のよ
うな戦略イシューに応えなければならない。  
1. 完成車主導のイノベーションにおいて、どの程度先行者優位を享受することができるか？  
2. 他社のイノベーションを、自社で採用するタイミングはいつか？  
3. 部品メーカーと共同開発した技術を、オープン化させるべきか？クローズド化させるべきか？  
	 現在では、完成車メーカー単独の技術イノベーションは、リスクが非常に大きいため、適切でない。従
って上記の戦略イシューに対しての共通解は、技術の普及推進である。そのことがリスク低減と顧客認知
に結びつくからである。部品メーカーの発展により、先進技術競争の優位性は小さくなった。一方で各メ
ーカーの特徴を作り上げる擦り合わせ技術はより重要となっている。従って、自社で単一技術の開発に集
中するのではなく、擦り合わせ技術にリソースを集中することが非常に有効であると考えられる。     
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1. 目的 
	 昨今、商品ライフサイクルが短くなっていると感じる。様々な業界において比較的短
期間で同様な製品が販売されている。iPhone のような非常に革新的だといわれる商品
においても、様々な企業から追従・模倣され優位性を失いつつあり、昨今後発者の追従
スピードが非常に早くなっている。このような状況の中で、  
・	 先行者利益は減少し、先行者リスクの上昇  
・	 セカンドムーバーアドバンテージの拡大  
が始まっているように感じている。  
私は本田技術研究所に勤務しており、特に先行者リスクの大きさを強く意識している。
このことは、  
・	 自動車産業が成熟化していること  
・	 メガサプライヤーの技術進歩による技術追従スピードの進化  
・	 市場のグローバル化  
に要因があると感じている。  
そこで、本研究は様々な業界や自動車業界の事例研究を通して、現代における先行者利
益・リスクについて再検討を行い、自動車業界における先行者利益とセカンドムーバー
アドバンテージについて考察する。  
2. 先行研究 
	 本章では、従来述べられたファーストムーバーアドバンテージに関して整理し、先行
者に関する先行研究と事例を取り上げる。  
2.1. ファーストムーバーアドバンテージ 
	 ファーストムーバーの優位点として、   [LIEBERMAN  DAVID  B.  MONTGOMERY,  
1998]は、以下の点をあげている。  
1. Geographic  space  (ex:  prime  physical  location)     
2. Technology  space  (ex:  patent)  
3. Customer  perceptual  space  
  
2.1.1. Geographic  space  
	 Geographic  space とは、地理的優位性のことである。例えば、顧客母数の多いところ
に出店するのと人通りが全くない所に出店する場合は、前者に圧倒的優位性があるとい
える。金塊や石油資源など利益の源泉がその場所にあるとわかっている場合も地理的優
位性が大きく働くといえる。  
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その他にはある供給先や販売網を独占的に抑え、後発者への供給を制限する場合も競争
優位の源泉となる。つまり希少資源を先に押さえるのである。これによって参入障壁を
築くのである。以上より地理的優位性は以下の内容となる。  
1. 店舗配置優位性による市場規模・顧客母数の確保  
2. 金塊や石油資源など利益の源泉の確保  
3. 供給先や販売網を独占的に抑え、後発者への供給を制限  
	 自動車産業を考えると、1.2.の先行優位性はあまり考えられなく、3.の部品メーカー
や材料メーカーとの独占的供給体制が確立された場合は先行者利益が生まれると考え
られる。  
  
2.1.2. Technology  space  
	 次に、Technology  space としては、以下の内容があげられる。  
1. 技術的リーダーシップ  
2. 標準製品規格の決定機会  
3. 参入障壁としての特許権  
まず、技術的リーダーシップとは、他社より先行してスタートをきっているため、技術
的アドバンテージが存在している。これによって次のイノベーションを他社に先んじて
行うことができる。その結果他社の一歩先を常に走り続けることができる。  
	 次に、標準製品規格の決定機会である。  
先発者は、他社が従わざるをえない技術やカテゴリーを決定する機会が与えられること
がある。このとき後発者は先発者の製品を模倣し、追従的なポジションを強いられるこ
とになる。規格のように明確な標準化もあるが、パソコンやスマートフォンの OS も当
てはまる。スマートフォンのアプリ開発は、iOS か android 用の規格に従って開発をす
る必要がある。その結果、OS の規格の決定権を持つ apple や Google は、優位性を築
くことができる。  
	 最後に、特許である。特許を押さえることで、後発者は 10 年以上その技術が使用不
可能となる。医薬品業界は、現在も特許の重要性が高い。ブロックバスターと呼ばれる、
利益の源泉となる特許の有効期間が各社の売上げに大きく寄与する場合である。  
また、業界の成長段階においては、概念的な特許を取れる場合がある。このような特許
は、後発者にとって致命的であり、回避不可能となることがある。このとき先発者は特
許使用料という直積的な利益を享受することができる。  
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2.1.3. Customer  perceptual  space  
	 最後に Customer  perceptual  space である。これは消費者が先行者製品と認識するこ
とによるマーケティング上の優位性のことである。これは、△△△といえば、○○○だ
という顧客認知である。例えば、ベトナムにおいては、バイクのことをホンダと呼ぶ。
それ故にヤマハのバイクのことをヤマハのホンダと言うこともある。その他にも FedEx
で送付することを FedEx と動詞として辞書に登録されている。このことによって先行
者にもたらされるブランドロイヤルティは、利益の源泉となる。この優位性は定評のあ
るブランドが市場において長期に渡り有利であることを示した。数多くの研究によって
支持されている。リチャード・シュメイレンシーは、以下のような結論を下している。  
『次々とブランドが参入する。それらの品質に対して、消費者ははじめのうち懐疑的で
ある。いかなる製品クラスであれ、最初のブランドの品質が満足に値するものであると
消費者が確信するようになると、そのブランドが後続のブランドを合理的に判断する上
での基準となる。こうして、品質に関して消費者に理解してもらうように説得すること
は、先発ブランドよりも後発ブランドのほうが困難になる。』  
	 この仮説は先発ブランドに対して生じる製品差別化の優位性を説明するうえで、広く
引用されている。  
	 次章では、セカンドムーバーアドバンテージについて整理する。  
  
2.2. セカンドムーバーアドバンテージ 
	 セカンドムーバーの優位点として、   [P.Schnaars,  1996]は、以下の点をあげている。  
1. 潜在性のない製品の回避  
2. 研究開発費の削減  
3. 低い消費者への教育コスト  
4. 技術的なリープフロッグ  
5. 共有された経験を用いる機会  
以下にそれぞれの特徴をまとめる。  
  
2.2.1. 潜在性のない製品の回避  
	 先述した通り、技術的リーダーシップをとるためには、先行した技術を基本として、
他社に先んじて技術的イノベーション生み出し続けなければならない。その過程の中で
先行者はたびたび後に需要の無い製品を生み出してしまうことがある。これは先行者リ
スクといえる。  
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一方後発参入者は、市場の成長性が明らかになってから、または可能性が高くなったと
判断してから参入することで、先行者リスクを軽減しコストを著しく下げることができ
る。  
  
2.2.2. 研究開発費の低減  
	 イノベーションよりも模倣の方が費用を低減することは明らかである。  
マンスフィードの研究によると、『先行者が長期にわたって優位性を保ち、模倣者は容
易に追いつくことはできないということより、むしろ逆の結果のほうが生じやすいと述
べている。彼の実証研究によると、多くの新製品開発プロジェクトは、1 年から 1 年半
の間に競争相手の手中に落ちてしまうと結論づけている。しかも、調査対象の 20%は、
最初の６ヶ月以内に新製品開発プロジェクトが競争相手に気づかれているとのことだ
った。』  
こうした開発途中での漏洩は先行者利益の魅力を低減する。  
一方で、マンスフィード、シュワルツ、ワグナーらの研究によれば、『化学、薬、エレ
クトロニクス、機械の各産業における 48 種類の製品イノベーションを検討した結果、
平均的にみて、模倣のコストはイノベーションのコストのわずか 65%でしかないことが
明らかになった。その理由としては、模倣者はイノベーターよりも研究に費やす時間と
お金をしばしば節約することが出来る。というのも、製品が存在し、その特徴が明らか
であることによって、模倣者はイノベーターが独自の研究を通じて獲得してきた非常に
多くの情報を入手出来るからである。』と述べている。  
  
2.2.3. 低い消費者への教育コスト  
	 消費者の想像を超えた製品がイノベーティブな製品であるといえるが、想像を遥かに
超えた画期的な製品の場合、消費者の関心を惹き付けるためにイノベーターは多額のコ
ストをかけて、消費者の教育を行わなければならない。  
	 例えばソニーの MD はカセットテープを代替するという目標でソニーが開発した。  
しかし、カセットテープの普及率にはほど遠く、日本国外では全く普及しなかった。
CD はソニーとフィリップスの共同規格であったが、MD はソニー一社で独占的に開発
普及を行い、多額の投資にも関わらず、2013 年現在デジタルオーディオプレイヤーや
スマートフォンの普及により、MD 市場はほとんどなくなってしまった。  
	 また、普及に対してかけた多額のコストが、撤退することを困難にした。2007 年に
パナソニックを皮切りに各メーカーが、生産および販売から撤退し、2008 年にはソニ
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ー以外のメーカーはすべて生産を終了した。一方のソニーは、他のメーカーが撤退した
5 年後の 2013 年 3 月末に撤退を行った。  
	 このように教育コストは直接的には収入をまったく生まないのだが、将来の収入への
投資であることから撤退のタイミングを遅くする要因になると考える。従って教育コス
トを削減することは重要であると言える。  
2.2.4. 技術的なリープフロッグ（超越）  
	 先ほどの MD の例のように、先発者は参入時に最高の技術を選択して、イノベーシ
ョンを起こす。しかし、技術進歩のスピードは早くその技術もすぐに時代遅れとなる。
このとき先発者は多額の投資を行った技術を切り替えづらい。従って OS における
CP/MからMS-­‐‑DOSへの切替えやビデオにおける VHS規格の決定などの技術の切替え
は、先発者よりも後発参入者に有利であった。技術が進歩することによって、後発参入
者は先発者を超越する機会を入手することができる。  
2.2.5. 共有された経験を用いる機会  
	 [P.Schnaars,  1996]は、共有された経験を以下のように述べている。先発者が新しいと
した技術を関連または類似する技術を別の企業が有しているときに生じる。  
	 このことは特に成熟産業では顕著であると考える。成熟産業における後発参入者は、
類似した技術や生産方法、マーケティングスキルを有しており、先発者によって創造さ
れた市場を開拓することができる可能性が高い。  
	 以上のように、セカンドムーバーアドバンテージが存在することが示されている。セ
カンドムーバーアドバンテージが働いた例として、ノンアルコールビールの事例をあげ
る。  
	 ノンアルコールビールは、セカンドムーバーアドバンテージを活かした事例1である。
この製品は、小さなセグメントを狙った小企業によって導入されたが、いくつかの外的
要因より、成長期会が生み出され、大手の参入が始まった。  
アメリカにおけるノンアルコールビールの売上高は、1985 年に急速に伸び始めた。こ
の年の売上高は前年に比べて 25%もアップした。しかし、ビール全体の売上高からみれ
ば、0.5%にも達していなかった。  
	 ノンアルコールビール市場が魅力的であることがわからない時期に、先発企業がこの
市場に参入していた。アメリカにおいては、ヘイルマン社の「キングスベリー」が最初
のノンアルコールビールの一つであった。このビールは、何十年にもわたり、市場で販
売されていた。  
                                                                                                                                    
1   P.SchnaarsSteven『創造的模倣戦略』（恩蔵尚人、坂野友昭、嶋村和恵訳）有斐閣、1996年  
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翌年の 1986 年には、再び大きく売上げが伸びた。それでもビール全体の売上げに対し
ては非常に小さいことには変わりはなかった。しかし、高い成長率の魅力によって、多
くの新規参入がおこった。この頃は大手の参入はなかった。  
1985 年時は 55 万バレル程だったノンアルコールビールの売上高は、1989 年 70 万バレ
ルに達した。同年の「キングスベリー」は市場シェアを 39%に伸ばし、ナンバーワンブ
ランドとしての地位を確固たる物とした。1980 年代末まで、この市場は大手ビールメ
ーカーにとっては魅力的ではなかった。しかし、もはや無視出来ない存在となっていた。  
そのような状況下で、アンハイザー・ブッシュ社とミラー社は、先発企業の参入から少
なくとも 6 年を経た 1989 年に市場参入した。その 2 年後にクアーズ社が最後に参入し
た大手企業となった。その結果、ミラー社は 1991 年にはノンアルコールビール市場の
33%を有する市場リーダーとなった。第二位はアンハイザー・ブッシュ社であり、28%
の市場シェアを有していた。先発者のヘイルマン社の「キングスベリー」の市場シェア
は、1989 年の 39%をピークとして、2 年後の 1991 年には 11%となり、何十年もかけて
市場を忍耐強く開拓したが、市場への早い参入というだけで後発参入者を退けることは
できなかった。大手企業が参入すると、たちどころに先発企業を押し退け、市場シェア
における首位の座を獲得した。  
	 ヘイルマンの事例は先行者利益として、Customer  perceptual  space を獲得していた
と思われる。一時は 39%ものの市場シェアを獲得していたことからノンアルコール市場
においての顧客認知は強力に働いていたと言える。  
しかし、強力な後発者の模倣によって、先行者利益は享受できず、地道な市場開拓でコ
ストがかさんでしまい、ヘイルマン社の財産は消えてしまった。  
先行者利益よりも先行者リスクが大きくなってしまったと言える。  
	 共有された経験であった後発者のもつマーケティング等の強みの重要性が、先行者利
益よりも非常に大きく模倣によるセカンドムーバーアドバンテージが増大したと言え
る。  
そこでセカンドムーバーアドバンテージを享受するための模倣について次章にまとめ
る。  
3. 模倣の種類 
[P.Schnaars,  1996]は、模倣の基本原理を以下のように述べている。  
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3.1.1. 模倣品・ただ乗り  
	 この模倣品というのは、オリジナルと同一のブランド名やトレードマークを有するコ
ピー製品のことである。例えばロレックスやルイヴィトンなどの偽物のことである。  
中国で摘発された模倣品は１兆を超え、模倣品は大きなビジネスである。  
自動車業界においても模造品は、数多く存在し製品から型を起こし、外観は全く同じ形
で販売する企業も存在する。  
例えば、中国において数多くの日本製のバイクがあふれている。見た目は同じであり、
Honda に対して、Hongda のようにエンブレムも酷似した物が販売されている。これ
らの製品は機能・品質でオリジナルの物に著しく劣るため、不具合が多発した。そこで
問題は終わらず、その不具合クレームがオリジナルを製造している会社に行くこともあ
る。見た目が酷似していることもあり、いつの間にか模造品の故障がオリジナルの品質
不具合にすり替わり、マイナスイメージにつながる。この模倣品というのは、非合法で
あることは間違いない。  
	 模倣は、マイナスイメージという印象はこの状況から生まれており、先発者に対する
過度な賞賛と、後発者から成功したことを誇らしげに述べられない今日の現状につなが
っていると考えられる。  
3.1.2. ノックオフまたはクローン  
	 これは、後に述べるパソコンの事例に当てはまる。パソコンにおけるクローンとは、
IBM 製品のコピー製品であるが、IBM のブランドではなく、独自のブランド名を有し
ている。  
	 多くの場合、クローンは合法的な独自の製品である。クローンは一般に、イノベータ
ーと基本的に同一の製品を、より低い価格で有名ブランド名をつけないで販売すること
である。  
	 コンピュータ産業以外だと、クローンは通常ノックオフと呼ばれる。  
	 ノックオフ（クローン）の代表であるパソコンを以下にまとめる。  
パソコンは、イノベーションの力を示す事例として、取り上げられることが多いが、一
連の模倣企業と後発参入企業がこの産業を支配するに至った。  
	 パソコン2に関して言うと誰が最初に発明したかを特定するのは不可能である。パソ
コンは小さな技術改善の積み上げで生まれた物である。  
	 パソコンの登場前は、メインフレームの時代であった。Wikipedia によると、『メイ
ンフレーム（英:  mainframe）は、企業の基幹業務などに利用される大規模なコンピュ
                                                                                                                                    
2   P.SchnaarsSteven『創造的模倣戦略』（恩蔵尚人、坂野友昭、嶋村和恵訳）有斐閣、1996年
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ータを指す用語である。汎用コンピュータ、汎用機、汎用大型コンピュータ、大型汎用
コンピュータ、ホストコンピュータ   などとも呼ばれる。』  
IBM はメインフレームを発明し、主要なメインフレームメーカーであった。  
	 メインフレームに強く固執したことにより、IBM は 1976 年までパソコンの前身であ
るミニコンピュータを市場に導入しなかった。  
	 メインフレームからの転換に慎重であった IBM の一方で、1960 年半ばにゼロックス
が、それまでは一部のプログラマーや技術者のためのものであったパソコンを、一般の
人にも受け入れることができるように使いやすくする先駆的仕事の多くを行った。  
その当時、ゼロックスはコピー機の重要な特許が期限切れとなることを懸念していたこ
とや、ビジネスは今後ペーパーレスとなっていくことが広く信じられていたため、ゼロ
ックスのコピー機に悪影響を及ぼすと考えていた。そこでゼロックスは現在のパソコン
の一部となっている先駆的イノベーションを生み出した科学センターに巨額の投資を
した。またゼロックススターというパソコンのネットワーク企業を立ち上げたが、両社
とも当時は大失敗に終わった。  
	 ゼロックスはあまりにも早く参入しすぎたため、商業化するにはあまりにも価格が高
かった。ゼロックスの撤退から数年も経たないうちに、パソコンを十分商業化できる水
準まで IC の年団が下がり、性能は向上した。他のどんな単独の要因よりも、このこと
がパソコン市場のブームを作り出した。IBM のパソコン市場への参入は、1981 年にな
るが、それまでに数多くの企業がパソコン市場へ参入した。その中で、最初に成功した
と言えるパソコンはラジオジャックとアップルによって導入された。ラジオジャックは
1977 年に TRS-­‐‑80 パソコンを導入し、1978 年には 10 万台を販売し、50%という市場シ
ェアを獲得した。ラジオジャックには他の参入企業が対抗出来ない一つの競争優位があ
った。それは 7000 を超える自前の小売店舗であり、それは米国における最大の直属コ
ンピュータ小売店であった。  
	 一方のアップルは、インテルの元経営幹部で、コンピュータの先駆者としてこの業界
に関する幅広い知識を持っていたマイク・マークラがウォズニアックとジョブズの創造
的なイノベーションに関心を抱き、アップルを設立するための資金を集め、ラジオジャ
ックがパソコンを導入したのと同じ 1977 年にアップルⅡパソコンを導入するのを助け
た。アップルのタイミングは完璧であり、一気に市場を席巻した。1977 年の創業時は
100 万ドル以下の売上げであったアップルは、５年後の 1982 年には 3 億 5000 万ドルほ
どの売上げまで急増し、1970 年には、アップルは市場リーダーとしてラジオジャック
を凌いだ。  
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 その間 IBM は、小さなパワーの低いパソコンに対する市場はまだ存在しないとの印
象を持ち、参入せず、市場が急速に成長した 1981 年に後発者として市場参入した。IBM
の参入によってパソコン市場は急拡大した。この成長から利益を得たのは、先行者では
なく、最後に参入した IBM であった。1981 年にはわずか 3 万 5000 台のパソコンしか
売っていなかったが、僅か 2 年後の 1983 年までに 80 万台を販売するようになった。  
1982 年までに、150 社が米国市場でパソコンを販売していたが、IBM の参入によって
ほとんどの先行者が生き残れなくなった。  
つまり、IBM は先駆者としての仕事は他人に譲り、そのコンセプトが有効であり、利
益があがることがわかってから市場に飛び込み、迅速にシェアを奪うことに成功した。  
	 その一方で、IBM はパソコンの標準を設定したことにより、クローン・メーカーが
製品を複製することが可能となった。パソコン部品はそれぞれのサプライヤーに依存す
る形をとったため、模倣企業がまったく同じ部品でパソコンを組立、遥かに安い価格で
販売することを可能としてしまった。その結果、デルやゲートウェイのような企業が現
れ、1986 年にはクローン機は全体で IBM を大幅に上回ってしまった。  
	 この事例は、後発参入の有効性と、模倣が有効な戦略であったことを示している。  
3.1.3. デザインコピーとトレード・ドレス  
	 デザインコピーとは、競争業者の人気製品のスタイル、デザイン、ファッションを取
り入れることである。  
	 ファッションやデザインが製品における最も重要な一部である場合、デザインコピー
はクローンに通じるものがある。しかし、デザインがあまり重要でない場合、デザイン
コピーの成否はユニークでイノベーティブな技術を有するか否かに依拠する。それ故、
デザインコピーは、イノベーションの観点と模倣の観点を兼ね備えている。  
	 自動車業界においては、非常にデザインは非常に重要である。  
デザインの流れによって、車種に適用する機能・仕様が大きく変更されることがある。  
自動車業界においては、高価格帯のモデルや趣味商品である大型モーターサイクルにお
いて重要視される。  
・	 ヘッドライト（モーターサイクル）  
自動車において、ヘッドライトは、全体のシルエットに大きな影響を与えるため、デザ
インの上で非常に重要とされる。  
	 ヘッドライトは、1984 年まで北米において統一規格のヘッドライトが採用されてい
たため、デザイン自由度がなかった。1980 年代以降はハロゲンランプが使われ、マル
チリフレクタータイプと呼ばれる仕様が一般的であった。自動車において、次にプロジ
ェクタータイプが一般化し、2007 年に LED のヘッドライトが Lexus で初採用され、高
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級車においては LED ヘッドライトが一般化している。いずれもデザイン自由度を向上
させ、顧客も自然とその仕様を支持したため自動車においては、正常進化を歩んだと言
える。  
   一方、大型モーターサイクルにおいては自動車と異なる進化を歩んだ。  
長年、自動車と同様にモーターサイクルにおいてもマルチリフレクタータイプのヘッド
ライトが採用され、自動車でプロジェクタータイプのヘッドライトが採用され始め、イ
タリアの Ducati が、初めてプロジェクターヘッドライトを採用した。ほぼ同時多発的
に各社採用を行った。日本においては、Yamaha,  Suzuki が採用したが、各社 1 機種の
みであまり浸透しなかった。  
プロジェクターヘッドライトは、図にあるようにユニット化されている。ユニットは自
動車において最適化されていたため、スペースの余裕がないモーターサイクルで使用す
るためには、多額の投資を行って、前後長を短縮する必要があった。それにも関わらず
自動車においては一般化していたため、各社一斉に採用を行ったが、全く浸透せずに現
在の流れはプロジェクターを飛ばして、LED ヘッドライトとなっている。  
	 これは、ユニット化されたヘッドライトデザインがモーターサイクルにおいて全く浸
透しなかったことによるものであり、プロジェクターを採用した企業は多額の投資を無
駄にしてしまった。一方保守的なホンダと BMW はデザインの主流の決定を待っていた
ために、プロジェクターを採用せず無駄な投資を押さえることができた。  
	 デザインの革新性は重要であるが、自動車業界においては、それ以上に消費者が求め
るデザインの流れを把握した上で正常進化させることが重要であり、デザインコピーは
一般的であり、有効な戦略であると言える。  
  
  
図   1	 プロジェクターヘッドライト  
  
  
図   2	 モーターサイクルにおけるヘッドライトの種類  
統⼀一型ヘッドライト マルチリフレクター
プロジェクター
LED
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3.1.4. 創造的改良  
	 創造的改良とは、最もイノベーティブなコピーである。既に存在している製品に注目
し、その製品を改善し、その製品に新たな競争の場となる市場を発見することである。  
イノベーションは英雄ともいえる発明家たちの創造的天分から生まれるという神話が、
米国の文化には存在している。しかし、こうして生まれたイノベーションは実際のとこ
ろきわめて少ない。  
日本の自動車業界はノックオフの歴史だったと考える。日本の産業のほとんどは世界的
に見ると後発である。Toyota や Honda などは各社必死に模倣をし、グローバルに通用
する企業へと進化した。そのプロセスの中で各社は、必要な機能を付加したり、いらな
い機能は削ぎ落としたりすることで、性能・コストで優位性を持たせることに成功した。  
ホンダにおいてはこのような事例は多く、他社の製品を徹底的に研究し、更なる付加価
値を生み出してきた。  
・	 Honda  TT  race3  
1954 年に本田宗一郎はイギリスに渡り、世界最高峰のマン島 TT レースを視察し、参戦
することを決定した。  
マン島 TT レース（マンとうティーティーレース、英：The  Isle  of  Man  Tourist  Trophy  
Race   ）は、1907 年からイギリス王室属国のマン島(Isle  of  man)で開催されているオー
トバイ競技である。競技は世界最古の議会で『青空議会』としても知られるマン島議会
ティンワルドが制定した公道閉鎖令に基づき公道を閉鎖して行なわれる。  
1954 年の日本は国道 1 号線でさえも、未舗装の箇所が多く他国と比べ技術的に遅れを
とっていることは明らかであった。  
視察時、海外勢は同じ気筒容積で、ホンダのエンジンと比較して 3 倍もの馬力を出して
いる。  
タイヤ・チェーンなどの部品一つをとっても、日本の技術水準よりはるかに高いもので
あった。  
	 本田においても先行者の製品を徹底的に研究し、追いつくことが最初の課題であった。
そこで本田宗一郎という天才的な技術者がいたため、本物以上の製品を作ることに成功
したといえる。本物以上のクローンを作るには技術や情熱がいる。ベースの技術に加え
て、自分たちのアイデアを加え、何度も失敗を重ねて、機能を高めていった。  
本田宗一郎は以下のように語った。  
                                                                                                                                    
3  本田技術研究所『ホンダの歩み1973-­‐‑1983』本田技術研究所、1984年  
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「当社のオートバイはすべて本田独自の研究、開発から生み出されたものであり、この
積み上げた貴重な財産は必ず花の開くときがくる。他のメーカーで先進外国製品のフル
コピーに近いものがあるが、当社は絶対に他の模倣はしない。どんなに苦しくとも、自
分たちの手で、日本一いや世界一を目指して努力を続けよう」と信念を披歴し、改めて
TT レースを含む国際舞台での雪辱を期することとなった。  
模倣品やただ乗りは絶対に許さなかった。  
しかし、1958 年９月には、イタリアの市販レーシングマシン、125cc のモンディアルを
入手し、その製品を徹底的に研究し学習した。旧車ながらその馬力に驚かされるが、翌
年の初めにはそれに匹敵するマシンを作り上げることに成功する。  
本田宗一郎のマン島挑戦宣言の 5 年後の 1959 年に、マン島 TT レースに初参戦する。  
ホンダチームは初めての出場にも関わらず、6,7,8 位と続いて 125cc クラスでチームメ
ーカー賞を獲得、車の信頼性と日本の工業技術を認識させた。このチームレースとは、
3 台が 1 チームを編成してメーカー単位で争う、いわば世界のメーカー間の競争で、こ
の栄誉を初参加のホンダチームが、コースに不慣れ、練習不足等、幾多のハンディキャ
ップを克服して、全車完走し、すべてに勝るイタリア車勢を撃破したことは、まさに特
筆すべき出来事といえた。その２年後の 1961 年には TT レース優勝を果たした。  
本田宗一郎が７年前、レースを見て彼我のレベルの差に驚愕したレースで、ホンダチー
ムは 125cc クラス、250cc クラスともに１位から５位までを独占した。  
イギリスのデイリーミラー紙は、  
「日の昇る国、ジャパンは、マン島 TT で 125cc、250cc とも 1 位から 5 位までを獲得し、
その輝かしい成績をツーリスト・トロフィ ・ーレースの歴史の上に残した。マン島では、
たった三度しか出場したことのない日本のメーカーが、いかにして驚くべき成功をなし
遂げたか？（中略）われわれが日本の車をバラしてみて、正直に言ってわれわれを驚か
すだけの優秀さはあった。車は腕時計のようにつくられていた。そしてそれはなにもの
のコピー（まね）でもなかった（後略）」と語った。  
	 初年度は、先行者の模倣により急速に技術進歩をとげ、次年度以降で創造的改良を施
した。現在においてもこの創造的な模倣は、多くの事例に当てはまる。この模倣は、企
業の技術や強みが非常に問われると言え、後発者利益享受には必須であるといえる。  
特に自動車業界においては、メガサプライヤーの存在がこの創造的模倣を行う必要性を、
より強い物にしているといえる。  
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4. 自動車業界における考察 
	 本章では先行者利益を自動車業界に当てはめて検討を行う。  
  
4.1. Geographic space (ex: prime physical location)  
	 はじめに、自動車業界における地理的優位性を検討する。  
私は自動車業界に関してはこの先行者利益は以下の点から働かないと考える。  
・	 各社世界的な販売網を確立している  
・	 購入理由として、販売店舗配置の重要性が低い  
・	 国際的な部品供給体制の確立  
・	 複数の完成車メーカーに部品供給を行う部品メーカーの増加  
	 まず、1.に関しては、自動車業界に限らず、グローバルモデル展開を行う業界におい
ては、世界的な販売網を確立しており、この先行者利益はなくなっていると考えられる。  
特に、他社に対して、販売力で優位性を持っている場合であっても、その優位性の源泉
は先行者利益を享受しているのではなく、その他の要因を考えるべきである。  
	 次に、自動車において販売店配置の重要性が低いことがあげられる。一部の特殊な事
情をのぞき、自宅などから一番近いなどの販売店配置の利便性で自動車を購入する人は
一部である。Toyota のレクサスブランドにおいては、レクサス店以外では新車販売を
行わず、軽作業以外の整備はトヨタブランド店の整備工場では受付を行わない。このこ
とは、強力な販売網を確立するトヨタブランド店を利用した販売店配置の利便性よりも、
ブランドなどの他の要素が強いことを示していると言える。  
	 3.4.に関しては、部品メーカーの発展に要因があるといえる。自動車産業の利益の源
泉は自動車である。その機能・性能は部品によって、商品は差別化される。過去優れた
機能を持つ部品を自社で開発し、優位性を確立することがあったが、現在は国際的な競
争力を有する巨大な部品メーカーが誕生したことにより、世界的な部品供給を行うこと
が可能となった。欧州を代表する部品メーカーである BOSCH は、地理的な結びつきで
欧州メーカーに先行的に先進技術を供給することが多かったが、現在ではその優位性は
なくなっている。  
また、グローバルに部品調達が一般的になっている現在において、部品供給先との独占
的な関係構築はほとんどなくなっていると言える。特に、自動車業界などにおいては、
技術力を持つメガサプライヤーが確立されており、複数のメーカーに部品供給を行って
いる。  
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4.2. Technology space 
	 次に、Technology  space に関しては、以下の要素が先行者利益に対して影響を与え
るといえる。  
完成車主導から部品メーカー主導の技術リーダーシップへの移行  
各地域規格化団体の確立  
	 まず、前述した部品メーカーの発展により、部品メーカーが単独の部品供給でなく、
より広い範囲でのシステム供給を行うように変化している。例えばスウェーデンの
Ohlins は、高性能サスペンション部品メーカーとして、モーターサイクルを中心とす
る一方で、フェラーリやランボルギーニなどの高級車や F1 にサスペンションを供給し
ていたが、現在はシステムサプライヤーに発展するという戦略で電子制御サスペンショ
ンシステムの供給を行っている。その結果、サスペンション単品に限らず、制御に必要
なコンピュータや加速度センサーなどもセットで供給することになった。また制御をす
るにあたり、完成車側のエンジンなどの情報も制御に必要であり、その情報を部品メー
カーに開示する必要性が生まれた。そのことで部品メーカーはより多くの情報を得るこ
とができ、より広い範囲でのシステム供給を考慮に入れたシステム開発を進めることが
できる。同様の事例は ABS 等でも当てはまる。ABS システムは当初ブレーキ圧をコン
トロールするモーターユニットと ABS の制御を行うコンピュータユニットは別々に供
給されていたが、現在すべての ABS ユニットは、モーターユニットと ABS コンピュー
タユニットは一体となっており、部品メーカーとの強力無しに、完成車メーカー単独で
システムを開発することは不可能になっている。このような部品メーカーの発展が特許
の優位性にも大きな影響を与えている。  
自動車業界においては、現在有効であれば、非常に効力を発揮すると考えられる物も多
くあるが、そのほとんどは、かなり前に特許切れとなっている。その結果現在有効な特
許の多くは、非常に限られた範囲において有効な特許になってしまっている。数多くの
企業が参入し競争している業界・成熟産業においては、ほとんど特許は迂回可能である。
特許は、先行者のみ所得できる権利であるが、昨今は先行者利益を享受しているとは必
ずしも言えない。そして、部品メーカーが開発を行った部品は、多くのメーカーで採用
可能であり、その特許は部品メーカー同士の競争に対しては有効であるが、その技術を
採用する完成車メーカーに対しては、影響を与えないからである。  
	 最後に標準化について考える。自動車業界において、完成車メーカー単独で標準規格
を決定することはできなくなっており、確立された各地域の規格化団体を通じて規格化
を推進する必要がある。そのため、標準規格の設定において先行するということは事実
上不可能となっている。電気自動車における充電プラグの規格争いにおいても、完成車
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メーカーがことなる規格を提案したことで、標準化が全く進まず、普及に大きな影響を
与えている。一方部品メーカーが主導となり設定した規格は、同時多発的に様々な完成
車メーカー採用するため、僅かな変更であっても、多額の投資コストを要するため、自
然に標準規格となっていくことが多い。従って完成車メーカーは、技術先行によって技
術標準化を推進することは困難であり、非常にコストがかかる一方で、得られるメリッ
トはほとんどないため、この点においても先行者利益は薄れていると考えられる。  
  
4.3. Customer perceptual space 
	 成熟産業である自動車業界においてはこれに関しても当てはまらないと考える。  
以下の理由で、適切で無いと考える  
成熟業界において、各社の技術レベルが高く自動車メーカー単独でのイノベーションが
困難である。  
その結果イノベーションの発生が完成車メーカーから部品メーカー発へと変化してい
る。  
サプライヤー主導のイノベーションは、サプライヤーが多数の完成車メーカーと取引を
行っているため、同様の技術を完成車メーカーが採用することができるため、完成車メ
ーカーの顧客認知に影響を与えない  
自動車メーカーの多くが伝統的な企業であり、新技術が顧客認知に対してさほど影響を
与えない。  
	 以上のことは部品メーカーと産業成熟化が進んでいることに要因があると考える。  
まず、上位 15 社の販売台数を以下に添付する。  
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図   3	 完成車メーカーの世界販売台数   (日本自動車販売協会連合会)  
	 2011 年度の世界販売台数を示す。1 位は GM、2 位は VW、３位は Toyota と続く。  
自動車に興味がない人でも知っている企業ばかりで、伝統的な企業が多い。  
次に、それぞれの企業の設立年度を次に示す。  
  
図   4	 自動車メーカーの設立年度  
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 設立年度を見ると、三菱自動車が 44 年と一番若いが、実際には三菱重工から独立し
てからの年数である。実際は 1917 年に三菱グループで自動車を生産していたため、非
常に伝統がある企業である。  
従って韓国の Hyundai が新しい企業であるが、それでも 47 年、次のホンダが 66 年と
非常に長く続いている企業が多い。  
これほど成熟化が進んでいる産業においては、各企業の顧客認知は十分なされており、
各社のブランドイメージが確立していることが多いため、ある技術の先行によって他社
に優位性を持つ顧客認知を確立することは非常に困難であるといえる。  
	 この産業成熟化による先行者利益への影響として以下のことが言える。  
顧客認知は十分であり、Customer  perceptual  space の先行者利益はもはや存在しない。  
販売台数と設立年度に関して相関はなく、既存企業において先行者との関連性はない。  
既存企業が非常に強い力を持っており、この業界への新規参入は、非常に困難である。  
	 非常に伝統的な企業が多く、リチャード・シュメイレンシーが唱えた『品質に関して
消費者に理解してもらうように説得することは、先発ブランドよりも後発ブランドのほ
うが困難になる。』という先発者優位性は、各社十分なブランドイメージを築いている
業界では、あまり有効でないと考えられる。  
  
4.4. 自動車産業における先行者利益に関しての仮説 
	 以上のように、自動車業界において、先行者利益よりも先行者リスクが相対的に大き
くなっており、セカンドムーバーアドバンテージが有効となっていると考える。その要
因として部品メーカーの進化やメガサプライヤーの存在が非常に大きな影響を与えて
いる。  
そこで次のような仮説をたてる。  
5. メガサプライヤーの存在が完成車メーカーの先行者利益を小さくする  
6. 自動車産業におけるイノベーションには、完成車メーカー発と部品メーカー発が
ある  
7. 完成車メーカー発のイノベーションにおいては、S カーブはなだらかである  
8. 部品メーカー発のイノベーションにおいては、S カーブは急である  
以上の仮説を検証する。  
5. 自動車業界の特徴 
まず、自動車業界で重要な立場となっている部品メーカーについて、検討する。  
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 自動車業界はインテグラル型の産業とされているが、業界の成熟化により部品メーカ
ーが統合され、Bosch や Denso などのメガサプライヤーが生まれ、より広いシステム
供給を行うようになってきた。以下に日本国内の出荷額ごとの部品メーカー数の変遷を
グラフに示す。  
  
図   5	 部品メーカー出荷額とメーカー数   [一般社団法人	 日本自動車部品工業会]  
	 このグラフを見ると、500〜2000 億円の出荷額の規模の部品メーカー数は 1999 年か
らさほど変化していない。一方の 2000 億円以上の部品メーカー数は、1999 年には 8 社
であったのが、2011 年には 20 社以上に増えていることがわかる。次に出荷額 2000 億
以上の部品メーカーの取引メーカー数の推移を示す。  
  
図   6	 部品メーカーの取引先メーカー数   [日本自動車販売協会連合会]  
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 取引額 2000 億以上のメガサプライヤーは、数多くのメーカーと取引を行っているこ
とがわかる。2011 年には、取引メーカー数は 20 社にのぼっていることがわかる。  
以上より、  
・	 部品メーカー数が減少し、規模の大きい企業が増加している。  
・	 複数の完成車メーカーに部品供給を行う部品メーカーが増加した。  
ことがわかる。  
	 このようなメガサプライヤー誕生により、自動車業界がモジュラー型へと変化してき
ていると考えられる。  
その結果、以下のような変化が起きている。  
・	 魅力的な独自技術を持つ完成車メーカーがなくなってきた。  
・	 革新技術の源泉はサプライヤーによって供給される。  
  
図   7	 モジュラー型とインテグラル型  
(http://monoist.atmarkit.co.jp/mn/articles/1011/02/news106.html)  
個々の部品メーカーが技術力を持つことにより、より広い範囲でシステムを供給するよ
うになった。例えば、自動車のドアパネルにおいて、ドア本体を担当するメーカー、キ
ーシリンダーを供給するメーカー、ドアノブ・ガラスなど数多くの部品メーカーが分担
して製造・開発を行っていた。しかし、現在においてはドアパネル完成品を作るメーカ
ーに集約された。  
現在では図 7 のサスペンションとボディの両社に関わるシステムを総合的に供給する
メーカーも誕生してきている。これは、部品メーカーの技術力が強くなったことによる
影響と言える。部品メーカーのシステム供給によるモジュラー型への移行が進むと後発
者の参入スピードが非常に早くなり、先行者利益を享受できる期間は非常に短くなる。
その結果先行者の優位性の一つである、技術的な優位性は非常に小さくなってしまう。  
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 従って、メガサプライヤーが台頭している自動車業界において、先行者利益より先行
者リスクを考慮することの重要性が増しているといえる。そこで、自動車業界における
先行者利益を考える際には、イノベーションの発生源が完成車メーカーと部品メーカー
とで異なる普及形態をとると考えられる。  
そこで普及をイノベーションの S カーブに当てはめることで、両社の特徴を検討する。  
6. イノベーションのSカーブ 
	 革新的技術を商品化するのが難しい理由の一つは、技術革新の過程そのものにある。
技術革新の多くは次の図のような S カーブ4で説明できると言われている。  
初期段階では以下の 3 つの理由で商品機能の向上に結びつかない。  
1. 試行錯誤が多く、資源の多くが直接的に機能向上に結びつかない  
2. 大量生産が行われないため、量産効果が得られない。  
3. 累積生産数が少ない為に、学習効果が得られないため、コストが下がらず、機能/
コストは低い物となる。  
  
図   8	 イノベーションのSカーブ  
次に初期段階をすぎると、急速に技術が進歩する段階に入る。参入企業数も増加するた
め、商品機能の改良とコスト削減に努力を集中する。さらに製造に関しても量産効果と
学習効果が生じる。結果的に機能は向上し、コストは急速に低下する。  
  
	 メガサプライヤーは同時多発的に、様々な完成車メーカーに技術およびシステム供給
することが現在当たり前となっている。その結果、B  to  C の完成車メーカー側からする
と、技術が同質化するため顧客認知の利益享受をすることは困難になっていると言える。
                                                                                                                                    
4延岡健太郎『MOT[技術経営]入門』日本経済新聞社、2006年  
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革新的で、他社模倣が困難な技術において企業は、先行者利益を享受することができる
が、完成車メーカーからしてみると、簡単に模倣可能であるからである。  
	 その一方で、完成車メーカーに技術供与を行っているサプライヤー側においては、先
行者利益を享受することができると言える。その理由としてサプライヤーは、ラディカ
ルイノベーションの土俵で戦っているからである。  
[新宅	 純二郎,  1994;  リチャード・フォスター,  1987]は、『日本企業の競争戦略』で、
産業における従来の競争のあり方や基盤となる技術を一変させる非連続な変化を脱成
熟と呼び、このような変化をもたらす技術革新は、従来の成熟化の過程で製品や工程に
関する技術体系を確立していくための変化として起きる技術革新とは異質の物である
と述べた。前者の成熟化を促進する技術革新は、既存企業が保有する既存の強みをさら
に強化し、その適正を高めるので「保守的なイノベーション(conservative  innovation)」
と呼んだ。一方、脱成熟を導く技術革新は、既存の強みの価値を低下させたり、それを
陳腐化させたりするので、ラディカルイノベーションと呼ばれ、両社は区別されてきた。  
従って、自動車産業におけるイノベーションは、完成車メーカー発と部品メーカー発と
があり、完成車メーカー発と部品メーカー発で異なる S カーブを持つと考えられ、先行
者利益との関連性を考える必要がある。  
7. 自動車産業における技術先行と普及関連性 
	 自動車業界において、先行技術に優位性があっても、普及しないことが多々ある。こ
のことには、以下の要因があげられる。  
・	 他社の開発した技術・方向性に乗りたくない  
・	 自社で推進していた技術を捨てられない  
・	 自社で検討した開発ロードマップを否定出来ない  
特に他社の方向性に乗るという判断は非常に難しい。先行者利益が強く認識されている
ことで、他社技術を採用するということが、自社に不利益をもたらすという意識が生ま
れるのかもしれない。このような特徴は自動車業界のみならず、研究所・開発部門の力
が強い他の技術系企業にも当てはまる。  
	 一方で、部品メーカー発の技術は、競合他社が開発した技術より遥かに採用が容易で
ある。部品メーカーが仲介者となることで完成車メーカーの模倣意識を低減させること
ができると言える。  
このことは、グローバル化が進んでいる部品メーカーでは、より顕著になる。Denso
はトヨタ系の部品メーカーである。昔はトヨタで用いる技術・部品を開発し、トヨタ自
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動車に先行者利益をもたらすよう技術開発を行っていたが、現在では Denso 自体がグ
ローバルプレイヤーとして、独立している。このことによって、トヨタ以外の競合メー
カーも Denso の技術を採用することが一般化した。  
そこで、次章では完成車メーカー発のイノベーションとしてハイブリッドカー、部品メ
ーカー発のイノベーションとして、エアバックと ABS とを取り上げ検討を行う。  
8. ハイブリッドカー（完成車メーカー発のイノベーション）5 
	 ハイブリッドカーは 1986 年にフェルディナンド・ポルシェにて発明された。  
日本ではトヨタ自動車が他社に先駆けて、プリウスの量産を開始した。ハイブリッドカ
ーの累計販売数を次に示す。  
  
図   9	 ハイブリッドカーの販売台数   [豊田自動車]  
	 赤色で示したのが国内累計販売台数、青色で示したのがグローバルでの累計販売台数
である。2012 年において、ハイブリッドカーの累計販売台数の約半分は日本で販売さ
れていることがわかる。プリウスは日本のみではなく、世界 97 カ国で販売されている
に関わらず、日本において圧倒的なシェアを持っている。このことは、国からの補助や
                                                                                                                                    
5  事例に関しては以下のホームページを参考にした  
[豊田自動車][日本自動車販売協会連合会]  
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環境に対する意識の違いがあると言えるかもしれない。ここで、自動車販売台数におけ
るハイブリッドカーの割合を以下に示す。  
  
図   10	 ハイブリッドカーの普及率   [日本自動車販売協会連合会]  [豊田自動車]  
	 2012 年に自動車販売台数は、8000 万台に達しているが、ハイブリッドカーの普及率
は約 1.6%と普及率はあまり伸びていない。  
  
図   11	 ハイブリッドカーの車種ごとの販売累計
(http://wardsauto.com/ar/hybrid_ev_lag_111129)  
	 上図は 2010 年時点の世界全体のハイブリッド車と電気自動車の車種ごとの累計販売
台数である。  
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ファーストムーバーとして販売を始めたプリウスは、圧倒的な台数を販売している。こ
こでメーカーに着目するとトヨタと本田の合計で全体の 95%を占めている。ハイブリッ
ドカーは限られたメーカーの参入しかなく、世界的に見ると普及に時間がかかっている。
日本においては環境意識の高まりとともに、ハイブリッドカーが普及した。環境に対す
る意識は、圧倒的に欧州の方が高い。その欧州においては、環境対応車としてディーゼ
ル車が普及した。以下に欧州各国でのディーゼル車の普及率を示す。欧州では普及率は
約 50%を超え、オーストリアに至っては 1990 年 25%ほどであった普及率は、2003 年時
点で 70%を超えている。  
  
図   12	 欧州におけるディーゼル車普及率  
	 現在の環境に対する法規は欧州を基準としており、国民一人一人の環境に対する意識
は非常に高い。しかし、ハイブリッドカーは日本程普及せず、ディーゼル車がエコカー
として普及した。一方日本は、ディーゼル車はエコカーとは真逆のイメージが一時浸透
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し、一時は 5%ほどあった販売シェアも現在ではほぼ 0 になっている。
  
図   13	 日本におけるディーゼル車普及率  
日本でディーゼル車を導入していたメーカーは撤退を余儀なくされた。このことは、市
場の流れが急変したことであり、先行者リスクと言える。  
	 ハイブリッドカーとディーゼルの普及に大きな違いが見られた要因としては、部品メ
ーカーの役割が一つ考えられると思う。  
ハイブリッドカーは完成車メーカー主導のイノベーションであり、他社がその技術を流
用することは難しい。Toyota と Honda でほとんどシェアを占めるが、その２社は異な
るシステムを採用している。そのためコストダウンと性能進化が緩やかであり、普及も
伸び悩んでいると考えられる。  
一方ディーゼル車は、部品メーカー発のイノベーションによって急速に普及した。ディ
ーゼルエンジンは、ガソリンに対して気化しづらい燃料を使用するため、燃料を圧縮す
る技術が必要となる。そこでドイツの BOSCH はコモンレールシステムを開発した。  
BOSCH は、ディーゼル車の機能の最重要部品であるコモンレールを、1997 年に他社に
先駆けて乗用車用コモンレールシステムを市場導入した。コモンレール関しては、アル
ファロメオとメルセデスベンツが同時に採用した。この技術が導入された 1997 年時点
では 22%であった欧州でのディーゼル車のシェアが、2006 年には、50%に及んでいる。  
	 当初ディーゼルエンジンは完成車メーカー発のイノベーションであり、緩やかな普及
をしていたが、コアシステムを部品メーカーが開発するという部品メーカー発のイノベ
ーションがおこったことにより、急速にディーゼル車は普及した。  
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9. ABS（部品メーカー発のイノベーション）6 
	 1978 年に部品メーカーの BOSCH が ABS（アンチロックブレーキシステム）を発明
した。ABS は急ブレーキ時のホイールロックを防止する機能であり、現在の事故を未
然に防ぐというアクティブセーフティーシステムの基礎を形成した。ABS 機能は、1986
年にトラクションコントロールシステム、1995 年にエレクトリックスタビリティコン
トロールによって拡張されてきた。最初に採用したのはメルセデスベンツ S クラスで、
つぎに採用したのは BMW の 7 シリーズサルーンが採用した。  
Toyota  
	 Toyota における採用は、1983 年にクラウンに初搭載し車種拡大を推進し、1990 年中
に乗用車全車種への展開を図った。  
  
Honda  
	 1982 年にプレリュードで日本初の ABS を搭載した。それ以降順次 ABS 搭載車両を開
発し、全車標準装備としている。また、二輪においては世界初の電子制御式 ABS と前
後連動ブレーキを組み合わせた先進ブレーキを開発し、アクティブセーフティーの分野
を牽引している。  
  
Benz  
	 メルセデスベンツは、1960 年代より Bosch と共同開発を行い、ABS を研究していた。
初期は機械式 ABS を開発していたが、機械式では量産レベルの性能を達成できなかっ
たため、新たに電子制御式の ABS の共同開発をスタートして、世界初の量産へとつな
げることに成功した。  
	 ベンツでは 1987 年には全車標準化が完了している  
  
ABS の普及   
	 下に Bosch の ABS の普及台数と重量の推移グラフを添付する。  
                                                                                                                                    
6事例に関しては以下の書籍およびホームページを参考にした  
[エリック・エッカーマン,  1996][本田技研工業株式会社,  ホンダの歩み   1973-­‐‑1983,  1984][豊田自動車][日本
自動車販売協会連合会]  [Bosch,  2008]  (Safety,  2012)  
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図   14	 ABSの普及率と重量推移  
1988 年から 1993 年に ABS の装着割合が急進し、1998 年には 50%を超え 2001 年には 7
割の車に装着されている。  
ABS の普及は、典型的な S カーブに当てはまると言える。  
このとき先行者であったメルセデスベンツは先行者利益を教授することはできたので
あろうか？  
先述した通り、先行者利益として以下の３つがあげられる。  
1. Geographic  space  (ex:  prime  physical  location)     
2. Technology  space  (ex:  patent)  
3. Customer  perceptual  space  
	 まず、1 の geographic  space の技術独占権に関して考える。ベンツは、Bosch と共同
開発契約を行っていたが、販売独占権のような物は設定されておらず、ベンツに続いて
すぐに BMW が採用を行った。数年後には各社採用を行った。このことからもベンツが
geographic  space における先行者利益を享受したとは言えない。  
2.の Technology  space に関しても、先行者利益を享受したとは言えない。  
なぜなら、ホイールロックを予防するというニーズは、自動車だけではなく、鉄道や航
空においても存在していた。そのため、自動車業界のみではなく、他業界からも数多く
の特許出願がなされており、量産したときには根底に関わる特許は期限切れとなってお
り、有効な特許の多くは迂回可能な特許のみとなっていた。Bosch は量産の約 40 年前
の 1936 年に ABS に関する最初の特許を申請しており、量産に対応出来る信頼性と耐久
性を保証するのに、40 年以上の月日を擁している。発明から量産レベルまでの擦り合
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わせに長い年月を擁する技術開発においては、特許による先行者利益は得られないと言
える。  
最後に 3.  Customer  perceptual  space に関して考える。  
ABS の事例で言うと、メガサプライヤーの開発により、同時期に他の完成車メーカー
が採用可能であるため、完成車メーカーは顧客認知の先行者利益を享受することができ
なかったと言える。  
	 また自動車業界にとって、特徴的な例としてオプション設定の存在がある。以下に
ABS の普及率を示す。  
  
図   15	 ABSの普及   (http://www.iihs.org/iihs/sr/statusreport/article/47/1/1)  
	 黄色が標準搭載、青色のバーがオプション設定である。ABS のような安全装備の有
無は顧客イメージに大きな影響を与える。従って採用のリスクがある一方で、採用しな
いリスクも存在する。そこでオプション設定というかたちで顧客イメージと先行者リス
クをコントロールすることも有効であると考えられる。  
	 ABS は、ABS という新機構の登場からすべての車の標準装備と移り変わっていった
ということは、ラディカルイノベーションのように見える。しかし、完成車メーカーか
ら見ると、ブレーキ部品の性能向上の延長線上にあった保守的イノベーションに留まっ
ていたとも言える。その結果先行者であった部品メーカー同士は、ラディカルイノベー
ションの土俵で戦っているが、完成車メーカーから見ると、部品メーカーで完成したコ
ンポーネントを購入し、各社のセッティング・味付けを行い量産すれば良いので、保守
的イノベーションとも言える。  
10. エアバックシステム（部品メーカー発のイノベーション）7 
	 エアバックシステムも Bosch とメルセデスベンツによって開発された。1980 年より
Bosch にて量産が開始され、1981 年にメルセデスベンツ『S クラス』に搭載された。日
                                                                                                                                    
7   [エリック・エッカーマン,  1996][本田技研工業株式会社,  ホンダの歩み   1973-­‐‑1983,  1984][豊田自動車][日
本自動車販売協会連合会]  [Bosch,  2008]  (Safety,  2012)  
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本市場においては、1987 年に Honda が初めて採用を行い、翌年の 1988 年に Toyota が
量産を開始した。  
	 エアバックシステムの普及に際しては、2 つの出来事が普及に大きな影響を与えた。  
1. メルセデスベンツが特許のほとんどを無償公開  
2. 1990 年中盤に Toyota がエアバック全車標準搭載を宣言  
	 まず、1.によってエアバック普及のための基礎が構築された。エアバックシステムは
火薬を爆発させることによって、エアバックを膨張させるものであり、運転席に火薬を
設置させるということは法規的・社会的にも非常に難易度の高いものであった。日本に
おいては 1963 年に小堀保三郎が、現在使われているエアバックと同様のシステムを航
空機用として考案・特許を申請したが、火薬を使用するという発想が、当時あまりにも
奇抜すぎたことにより、関係者から相手にされることがなかった。加えて火薬仕様が当
時の日本の消防法に抵触してしまうことも問題となり、本格的な開発が始まる前に小堀
は他界してしまった。そのとき 1980年にBoschとメルセデスベンツが世界に先駆けて、
エアバックシステムを発表した。このことは業界に衝撃を与えたが、それ以上にメルセ
デスが、「安全はすべてのメーカーが享受するべきもの」という思想で、すべての特許
を無償公開した。そのことによって日本においても、Bosch のシステムと欧州法規をベ
ースに、本格的な開発と法律の整備がはじまった。開発が進むにつれて、エアバックの
有効性を認識してきたものの、各社高級車やオプション設定という形での採用に留まっ
ていたため、本格的な普及には至っていなかった。  
	 しかし、1990 年中盤にトヨタが全車種標準搭載を宣言したことで、急速に普及進ん
だ。Toyota は他に先駆けた標準搭載を宣言したことによって、先発者ではなかったが
先行者利益を享受した。下にエアバックの普及率を示す。  
  
図   16	 エアバックの普及率   (http://www.iihs.org/iihs/sr/statusreport/article/47/1/1)  
1990 年頃の日本メーカーの採用が始まり、1990 年中盤の Toyota の標準搭載宣言によっ
て、急速な普及を果たしたことがわかる。  
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以上の事例より以下のことがいえる  
メルセデス：公開によって先行者リスク低減することができ、加えてブランドイメージ
向上することができた。  
Bosch:多くのメーカーにシステム供給を行うことによって、技術リーダーシップをとる
ことができた。  
Toyota:先行者リスクを最小にした一方で、他社に先駆けて全車種に採用を宣言したこ
とで、先行者利益を享受することができた。  
	 以上より、普及段階で先行することで、完成車メーカーは先行者リスクを低減するこ
とができる。一方の部品メーカーは先行することで先行者利益を享受することが自動車
業界では有効な戦略の一つであることが考えられる。  
11. まとめと考察 
	 以上の事例より自動車業界において、以下の仮説が成り立つと考えられる。  
1. メガサプライヤーの存在が完成車メーカーの先行者利益を小さくする  
2. 自動車産業におけるイノベーションには、完成車メーカー発と部品メーカー発が
ある  
3. 完成車メーカー発のイノベーションにおいては、S カーブはなだらかである  
4. 部品メーカー発のイノベーションにおいては、S カーブは急である  
	 従って、自動車業界におけるイノベーションにおいては、完成車メーカーと部品メー
カーとで異なる戦略を考える必要がある。部品メーカーは、完成車メーカーと比較して、
先行者利益が有効であると考えられ、先行して技術的リーダーシップをとっていくこと
で、より広い範囲でのシステム供給につながることや、多数のメーカーへの部品供給に
つながって行くと考えられる。一方で完成車メーカーは、先行者リスクが先行者利益に
対して、相対的に大きくなっていると言える。そこで最後に完成車メーカーにとっての
とるべき戦略を考察する。  
11.1. 自動車業界のイノベーションにおける考察 
自動車業界のイノベーションの形態として大きく以下の３つの形態が考えられる。  
  
表   1   自動車業界のイノベーション形態  
   イノベーションの発生源   内容   例  
1   完成車メーカー  
(自社)  
完成車主導のイノベーション   ハイブリッドカー（トヨタ）  
2   部品メーカー  
or他社  
部品メーカーor他社のイノベーション   エアバック   (トヨタ)  
3   部品メーカー  
（共同開発）  
部品メーカーと共同開発のイノベーション   ABS  
エアバック（メルセデスベンツ）  
   33  
  
そこで以下の完成車メーカーにとっての戦略イシューを検討する。  
1. 完成車主導のイノベーションにおいて、どの程度先行者優位を享受することがで
きるか？  
2. 他社のイノベーションを、自社で採用するタイミングはいつか？  
3. 部品メーカーと共同開発した技術を、オープン化させるべきか？クローズド化さ
せるべきか？  
  
11.2. 完成車主導のイノベーションにおいて、どの程度先行者優位を享受する
ことができるか？ 
	 完成車メーカーの先行者利益は、小さくなっており、相対的に先行者リスクが大きく
なっている。従って完成車メーカーは先行者リスクを低減させる戦略をとることが有効
な戦略の一つであると考えられる。そこで一つの戦略としては、早期に部品システムへ
の落とし込み部品メーカーを通じて普及を推進させることが考えられる。その際自社系
列の子会社の活用が考えられる。Toyota であれば、Denso やアイシン、Honda であれ
ば、KEIHIN や Honda エレシスなど系列メーカーへ早期に落とし込むことで、系列部
品メーカーにとっては、先行者利益を享受することができる。そのためには系列部品メ
ーカーの自立化が求められる。  
また、ABS でのメルセデスベンツがとったように、普及を第一に考え技術を公開させ
ることも考えられる。自動車業界においては、技術をオープン化しても商品コンセプト
で差別化ができる業界であると考えられる。家電製品は、メーカーロゴを隠してしまう
ともはやメーカーがわからなくなってしまうが、自動車業界においてはセッティングや
コンセプトで他社との違いが生み出せると業界であると思う。BMW などは一貫したコ
ンセプトで明確に他社との違いがわかる魅力をもっているといえる。そのため技術のク
ローズド化で技術進化を止めてしまうよりは、積極的にオープン化することで、自社の
強みを活かした商品づくりにフォーカス出来るのでは無いかと考える。  
  
11.3. 他社のイノベーションを、自社で採用するタイミングはいつか？ 
	 多くの業界で、本当の先行者がどこであるということはあまり重要でなく、自動車業
界においては、普及段階の戦略で先行者利益である顧客認知を獲得することが出来る。
戦略のひとつはオプション設定を推進することで、リスクを抑えながら普及を進める。
または、Toyota のエアバックのように他社に先駆けて全車標準化を進めることが考え
られる。後者のインパクトは非常に大きいため、この戦略をとる場合は他社に先行する
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ことが非常に重要であると考える。従って自動車産業においては、普及段階で他社を先
行することが、ファーストムーバーとなることよりも重要であると考える。  
  
11.4. 部品メーカーと共同開発した技術を、オープン化させるべきか？クロー
ズド化させるべきか？ 
	 前述した通り今日では、多くの部品メーカーが複数の部品メーカーと取引を行うため、
技術を独占させることは難しい。Honda において二輪車用エアバックシステムやモー
ターサイクル用電子制御 ABS システム等、世界に先駆けて量産した技術が数多くある。
従来の機能・性能を比較すると飛躍的な進歩を遂げた技術を世に出したが、ほとんどの
技術はクローズド化を進めたため、Honda1 社の採用に留まっている。  
その結果、コストダウンが進まず、機能進化も行われなかったため、既存技術との優位
性が小さくなってしまった。部品メーカーや競合の技術力が向上している現在において
は、クローズド化で優位性を保つのではなく、積極的にオープン化させることで他社採
用を促進して大量生産のメリットを享受することが重要であると考える。  
	 その中でも生産技術など大量生産とは関係性の薄いノウハウはクローズド化させる
ことで優位性を保つことができる可能性が高い。欧州メーカーは日本メーカーに比べ、
機能性能という軸のみでなく、技術普及に関しても考慮し、技術進歩をリードしてきた。
強力な部品メーカーが発展した現代においては、クローズド化を推進させることは非常
に困難であり、そのような戦略を推し進める完成車メーカーは、部品メーカーにとって
共同開発を進めるメリットを小さくする。部品メーカーとの共同開発技術も積極的にオ
ープン化させることが重要である。  
	 自動車業界では、ある技術をオープン化しても、インテグラル型の技術が商品魅力に
重要な位置づけであることには変化は無いと言える。むしろ部品メーカーのシステム供
給が進むにつれて、擦り合わせ技術の重要性が増している。従って、一見イノベーティ
ブでは無いため、重要視されなくなりがちな擦り合わせ技術にリソースを集中すること
が自動車業界でより重要になってくると言える。  
	 以上のように、完成車メーカーにとって、先行者利益が小さくなっている状況が存在
していることを認識したうえで、新たな技術革新における戦略策定を行うことが重要で
あると言える。     
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